
ファンドアナリストが考える
「重要情報シート」のベスト・プラクティス
―販売実務経験を持つ、投資信託の評価分析プロフェッショナルの見地から―

三菱アセット・ブレインズ株式会社
ファンドアナリスト 瀬山 太郎

 重要情報シート（個別商品編）の作成・活用に際してお役立ていた
だける情報を、『MABアナリスト・アイ（2021年8月号）』より
抜粋してお届けいたします。

 弊社では、別途「重要情報シート作成支援サービス」をご用意して
おりますので、ご関心のある方は弊社マーケティンググループまで
お問い合わせください。（連絡先は最終ページをご参照ください）
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サマリー

ⅰ．「原則」の改訂内容と重要情報シートの雛形

 2021年1月、金融庁が金融事業者に求める「顧客本位の業務運営に関する原則」が改訂された。

 本改訂により、金融事業者には簡潔性と比較可能性に留意した「重要情報シート」（以下、本シート）の積極的な活用

が期待されることとなった。

 金融庁によって本シートの雛形や作成の手引きが公開されており、既に作成・公表（または着手）している事業者も見

られる。

 作成実務にあたっては、雛形等に沿いながらも、金融事業者等の創意工夫や継続的な見直しが期待される。

ⅱ．ファンドアナリストの視点で考える重要情報シート

 前段で確認した本シートの趣旨を踏まえながら、より顧客にとって有益なシートとするために必要と考えられる工夫

（ベスト・プラクティス）について、ファンドアナリストの視点から一例を示した。

 簡潔性に留意しながらも、ファンドの概要を明確に伝えるために項目を追加・調整したり、リスクやドローダウン、コ

ストをグラフ等により視覚的に比較することがポイントである。

※本稿において、重要情報シートは全て、投資信託における「重要情報シート（個別商品編）」を指す。

※本稿で示す見解はすべて筆者個人の見解であり、筆者の所属する組織としての見解を示すものではない。

※本稿で示す見解は、弊社の「重要情報シート作成支援サービス」と直接的に関係はない。



ⅰ．「原則」の改訂内容と重要情報シートの雛形
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原則５．【重要な情報の分かりやすい提供】
（注１）重要な情報には以下の内容が含まれるべきである

・（省略）
・顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品の組成に携わる金融事業者が販売対象として想定する顧客属性
・（省略）

（注４）金融事業者は、顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの複雑さに見合った情報提供を、分かりやすく行うべきである。
単純でリスクの低い商品の販売・推奨等を行う場合には簡潔な情報提供とする一方、複雑又はリスクの高い商品の販売・推奨等を行う
場合には、顧客において同種の商品の内容と比較することが容易となるように配意した資料を用いつつ、リスクとリターンの関係など
基本的な構造を含め、より分かりやすく丁寧な情報提供がなされるよう工夫すべきである。

（注５）金融事業者は、顧客に対して情報を提供する際には、情報を重要性に応じて区別し、より重要な情報については特に強調するなどして
顧客の注意を促すとともに、顧客において同種の金融商品・サービスの内容と比較することが容易となるよう配慮すべきである。

原則６．【顧客にふさわしいサービスの提供】
（注１）金融事業者は、金融商品・サービスの販売・推奨等に関し、以下の点に留意すべきである。

・顧客の意向を確認した上で、まず、顧客のライフプラン等を踏まえた目標資産額や安全資産と投資性資産の適切な割合を検討し、そ
れに基づき、具体的な金融商品・サービスの提案を行うこと

・具体的な金融商品・サービスの提案は、自らが取り扱う金融商品・サービスについて、各業法の枠を超えて横断的に、類似商品・
サービスや代替商品・サービスの内容（手数料を含む）と比較しながら行うこと

・金融商品・サービスの販売後において、顧客の意向に基づき、長期的な視点にも配慮した適切なフォローアップを行うこと

（注３）金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の組成に当たり、商品の特性を踏まえて、販売対象として想定する顧客属性を特定・公表
するとともに、商品の販売に携わる金融事業者においてそれに沿った販売がなされるよう留意すべきである。

原則７．【従業員に対する適切な動機づけの枠組み等】
（注）金融事業者は、各原則（これらに付されている注を含む）に関して実施する内容及び実施しない代わりに講じる代替策の内容について、

これらに携わる従業員に周知するとともに、従業員の業務を支援・検証するための体制を整備すべきである。

出所：金融庁「金融審議会 市場ワーキング・グループ報告書－顧客本位の業務運営の進展に向けて－」（2020.8.5）

ⅰ．「原則」の改訂内容と重要情報シートの雛形
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出所：金融庁「重要情報シート」（個別商品編）」（2021.5.12）

ⅰ．「原則」の改訂内容と重要情報シートの雛形
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ⅱ．ファンドアナリストの視点で考える重要情報シート
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１．商品等の内容（当社は、投資信託の組成会社（委託会社）が設定する商品の販売勧誘を行っています）

金融商品の名称
（ファンド名）

アライアンス・バーンスタイン・米国成長株投信Ｄコース毎月決算型（為替ヘッジなし）予想分配金提示型

金融商品の種類
（地域・資産）

主に米国の金融商品取引所に上場されている株式に投資する投資信託

アクティブ／パッシブの別 アクティブ 公表ベンチマーク Ｓ＆Ｐ５００株価指数（配当込み）

組成会社（委託会社）
アライアンス・バーンスタイン
株式会社

実質的な運用を行う会社
アライアンス・バーンスタイン・
エル・ピー（米国）ほか

設定日 2014/9/16 償還日（予定） 2034/6/15

純資産残高 1兆471億円（2021/6/30） 販売委託元 －

金融商品（ファンド）の
目的

信託財産の成長を図ることを目的に積極的な運用を行います。

金融商品（ファンド）の
機能（特色）

１．マザーファンドを通じて、主として成長の可能性が高いと判断される米国株式に投資します。
２．企業のファンダメンタルズ分析と株価バリュエーションに基づく銘柄選択を基本としたアクティブ運用を

行います。
３．毎月決算を行い、毎計算期末の前営業日の基準価額に応じた分配を目指します。

委託会社が想定する購入層 中長期での資産形成を目的とし、元本割れリスクを許容できる顧客（*注3）

パッケージ化の有無
（投資形態）

当ファンドは実質的な運用をマザーファンドへの投資を通じて行っています（ファミリーファンド方式）。
お客様が直接マザーファンドに投資をすることはできません。

為替ヘッジの有無
外貨建て資産については原則として為替ヘッジを行いません。
なお、為替ヘッジを行うシリーズファンドの取扱があります。当ファンドからのスイッチングも可能です。

クーリング・オフの有無 クーリング・オフ（一定期間、申込を撤回できる制度）の適用はありません。

ⅱ．ファンドアナリストの視点で考える重要情報シート

（※） 「アライアンス・バーンスタイン・米国成長株投信Ｄコース毎月決算型（為替ヘッジなし）予想分配金提示型」は、
当レポート作成時点で最も残高が大きい国内公募投資信託。
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２．リスクと運用実績 （本商品は、元本が保証されておらず、損失が生じる可能性があります）

損失が生じるリスクの内容

投資元本は保証されているものではなく、主に以下のリスクにより基準価額が変動します。

株価変動リスク…株式の市場価格の変動による影響を受けます。
為替変動リスク…一部ヘッジされていますが、為替相場の変動による影響を受けます。
信用リスク…投資先などの破綻や債務不履行による影響を受けます。
カントリーリスク…投資する国、地域の情勢等が不安定化した場合には影響を受けます。

【参考】取扱ファンドでの比較（2021年6月末時点）

過去 1 年間のリスクと収益率 過去 5年間のリスクと収益率

リスク：年率13.6％ リターン：年率42.5％ リスク：年率14.6％ リターン：年率24.9％
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ⅱ．ファンドアナリストの視点で考える重要情報シート
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２．リスクと運用実績 （本商品は、元本が保証されておらず、損失が生じる可能性があります）

（前頁）

【参考】パフォーマンスの推移（過去5年、2016/7～2021/6）
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※リターンは分配金再投資ベース。

ⅱ．ファンドアナリストの視点で考える重要情報シート
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３．費用 （本商品の購入又は保有には、費用が発生します）

購入時に支払う費用
（販売手数料など）

購入価額に対して、最大3.3％（税込）

継続的に支払う費用
（運用管理費用など）

運用管理費用：純資産総額に対し年率1.727％（税込）が基準価額から日々差し引かれます。
その他の費用、手数料等：運用状況により諸費用が発生しますが、事前に料率等を表示できません。

運用成果に応じた費用
（成功報酬など）

ありません。

解約時の費用
（信託財産留保額など）

ありません。

【参考】１年あたりのコスト比較（5年間保有した場合）

※１年あたりのコスト（販売手数料÷５年＋運用管理費用）を取扱全ファンドで比較。販売手数料は保有期間が長くなるほど１年あたりの負担率が低減する。
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ⅱ．ファンドアナリストの視点で考える重要情報シート
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ⅱ．ファンドアナリストの視点で考える重要情報シート



 重要情報シートのベスト・プラクティスを目指すに当たっては、簡潔性と比較可能性に留意しなが
ら、金融庁の雛形にも沿いつつ、顧客本位に資するための自主的な創意工夫を行うことが重要。

 「１．商品等の内容」では、記載事項を追加したり、雛形項目を調整することで、ファンドの特徴
をより明確に捉えることができる。

 「２．リスクと運用実績」では、リスク・リターンマップやパフォーマンスチャートを活用すれ
ば、視覚的にリスクやドローダウンの大きさを確認できる。

 「３．費用」では、５年間の保有を想定したシンプルなコスト比較が分かりやすい。

 質問例とその回答では、顧客のリテラシー向上に繋がる情報を取り入れることも必要。

 以上のような工夫を行いながらも、Ａ３一枚程度に内容を収めたいところである。
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 本レポートに関する著作権、知的財産権等一切の権利は三菱ア

セット・ブレインズ株式会社（以下、ＭＡＢ）に帰属し、許可なく複製、

転載、引用することを禁じます。

 本レポートは、ＭＡＢが信頼できると判断した情報源から入手した

本レポート作成基準日現在における情報をもとに作成しておりま

すが、当該情報の真実性・正確性をＭＡＢにて調査・確認したもの

ではなく保証するものではありません。

 ＭＡＢは、本レポートの利用に関連して発生した一切の損害につ

いて何らの責任も負いません。

 本レポート中のグラフ・数値等は、あくまでも本レポート作成基準

日までの過去の実績を示すものであり、将来の運用成果を保証す

るものではありません。
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のために作成されたものではありません。
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財産権等一切の権利はＭＡＢに帰属し、許可なく複製、転載、引
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